






本研究の目的は,横 浜市の廃棄物の排出 ・収集 ・処理問題に対 して計量経済
学的分析を施すことである。横浜市の ごみ問題に関する計量経済学的研究は,
これまで本格的に行われたことがなく,実際に,必 要な統計データが時系列的






それ故,ご みの月別データによる分析は実行 口J能ではない。 このようなデータ
上の制約により,ご みの計量分析は統計的にもっぱら年度別データに頼 らざる
を得ず,現 時点では,月 別データを利用 して必要 な標本観測値の大 きさを確保
する操作は不可能であり,月次接近は到底望み得ない。また,横 浜市の ごみ統
計は,1992年度以降の比較的最近になって詳細 な仕訳が行われたので,よ り仔
細な分析を行 うためには,適 当な標本の大きさが得 られるまで,多 少,時 間の
Ca)
経過を待つ必要がある。
従 って,本 研究では,横 浜市のごみ ・廃棄物の排出と処理の計量分析に関 し
て,取 りあえず,各 様な回帰分析を実行 し,変数間の因巣関係について堅固な
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手掛か りを掴む ことが,こ こでの当面の課題 となる。また,回 帰分析を行 う際
に,実 態観察の成果 とともに,で きるだけ経済理論の枠組に整合することが望
ま しいので,モ デル化に際 して経済学の理論的な根拠を十分に配慮することと
する。
経済理論により要求される変数項 目について,必 要な統計データが必ず しも
利用可能でない場合,な るべ く経済理論に沿いなが ら定式化を変更 し,次善的
な接近 として,代 理変数を用いるとか,形 式を変更するとか,暫 定的な操作を
施すことがある。 このような操作 は,な るべ く詳 しく解説するように努めた。
(2)
また,推 定の結果 はII章で示すが,相 関関係が非常 に希薄で因果関係が認あら
れそ うにない場合でも,何 らかの否定的貢献が認め られると思われる推定結果
はs併 せて紹介することとした。
2.横 浜市 のごみ収集 ・搬 入 と処理
横浜市 の ごみ収集搬入量 の推移 を見 ると,図 一1で示す ように,わ れわれの標
本 期 聞 中 の1975年度 の811,875トンか ら1995年度 の1,504,083トンま で
1.85倍まで増 え,年 間3.1%の率 で増加 した。 この期 間中 の推 移 を見 ると,
1978年度 まで増 えて,以 後,1983年度 まで一服 し,そ の後,1989年度 まで急増
し,そ の後 はまた平坦 にな ってい る。 この推移のパ ター ンは他の各種 ごみ排 出
量 に とって もほぼ同様 に現れ るが,横 浜rl∫は,特 に事業系 ごみ にっ いて急激 に
増加す ると予想 して警戒 してい る(図 一2)。横浜 市の試算 によ ると,ど のような
予測 を行 ったかは不 明であるが,2010年度 の予測値 は,ご み収集搬入量が269
万 トンに達す ると している。 そ こで横浜市 は,一 般廃棄物処理計画を策定 し,
ごみの減量化 と資源化 を図 り,こ の予測数値を187万 トンに押 さえ る計画であ
る。
横浜市におけるごみ処理上 の分類 は次 のよ うである。 まず,横 浜市環境事業
局が収集す るごみ は,① 家庭 ごみ,② 粗人 ごみ,③ 事業系 ごみ,④ その他,に
分 け られ る。 その他 ごみの内容 は,河 川清掃 ごみ,不 法投棄 ごみ等 である。横
浜市 の収集 と事業 の搬入 による ごみの組成 は,例 えば1991年度で は,紙類が最
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も多 く38%であ り,以 下i厨 芥類の27%,プ ラスチ ック類の14%と続 き,こ れ
らの増加が著 しい。
3横 浜市ごみ処理の沿革
日本経済の高度成長 に伴 う,ご みの量的増加 と多様化に対処 して,昭 和45
(1970)年12月に 「廃棄物の処理及 び清掃に関する法律」(廃棄物処理法rまたは廃
ゆ
掃法)が 国の レベルで制定 され,事 業活動 に伴 う廃棄物 に対す る事業者 の責任
が明確化 された。これを受 けて横浜市で は,昭 和46(1971)年12月,「横浜市廃
棄物 の処理及 び清掃 に関す る条例」を制定 し,昭和47(1972)年に一般廃棄物処
理業者40件 に許 可を与 え,事 業系 ごみ処理体制 の確 立を図 った。
昭和51(1976)年6月,「廃棄物処理法」(昭和52(1977)年3月施行)が 産業廃
棄物関係 を中心 に一部改正 されたので,こ れを受 けて,昭 和52(1977)年10月,
「横浜市廃棄物の処理及 び清掃 に関す る条例」 もまた一部改正 された。
平成3(1991)年4月,「再生資源 の利用 の促進 に関す る法律」(平成3(1991)
年10月施行)の 制定 と 「廃棄物処理法」 の改正(平 成4(1992)年7月施行)は,
地球規模 の環境保全 を 目途 した ものであ ったが,廃 棄物 の排出抑制 と分別 ・再
生 の考え方 をよ り鮮 明にす るものであ った。平成4(1992)年9月,「横浜市廃棄
物等の減量化,資 源化及 び適正処理等 に関す る条例」(平成5(1993)年4月施行)
が制定 され た。
平成5(1993)年3月,横浜市内 の30%地域を対象 に缶 ・びん の分別収集を開
始 し,平 成7(1995)年10月には分別実施地域 を全市100%に拡大 した。 また,
横浜市 は,平 成9(1997)年1月,手数料制度 の改正を行 い,「粗大 ごみの有料
化」と 「事業系 ごみの全量有料化」を実施 した。これによ り,廃棄物 の減量化 ・
資源化,事 業者 の自己管理責任及 び公平 な負担の確保 を目指 したので ある。(表
1を参照せよ。)
事業系一般廃棄物 は,横 浜市が収集 ・運搬 ・処分す るとき,1kgに っ き26
円を徴収す る。家庭 か ら排 出され る粗大 ごみ は,横 浜 市が収集 ・運搬 ・処分 す
るとき,1kgに っ き26円 を基準 と して品 目別 に規則 で定 あ る額 を徴収 す る。
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(表2の粗大 ごみの品目別手数料表を参照せよ。)
4.ご み収集 と処分
法律上,「産業廃棄物以外 の廃棄物」で 日常生活 に伴 って排 出され る ものを一一
般廃棄物 とい う。一般廃棄物で,家 庭か ら排 出され るものを家庭系一般廃棄物
と呼び,ま た,廃 掃法で産業廃棄物 に指定 されている19品 目を除 き,商 店 ・事
務所 ・工場等 か ら排出 される廃棄物 を事業系一般廃棄物 と呼ぶ。(以下,本 節4
で参考として挿入する数字は,平成9(1997)年度の実績値である。)
4.1家庭ごみの収集
横浜 市の家庭系 ごみ収集 は,平 成9(1997)年4月現在,横 浜 市内の全 世帯数
1,285,749世帯 を対象 としている。 これ ら全 世帯 か ら排出 される家庭 ごみ,資
源 ごみ,粗 大 ごみは,現 在,横 浜市内17の 環境事業局事務所が各管轄 区域 内
で,そ の収集 を行 ってい る。この市内17の 事務 所 とは,鶴 見,神 奈川,西,中,
南,港 南,保 土 ヶ谷,旭,磯 子,金 沢,港 北,都 筑,緑,戸 塚,栄,泉,瀬 谷
事務所であ る。
また,一 部,事 業活動 に伴 って排 出され るごみを収集 し,地 域 の清潔保持や
生活環境保全 のために不法投棄 ごみ ・放置 自転車 の処理 を行 い,一 部河川 の清
掃,お よび犬猫等動物 の死体処理を行 っている。
家庭 ごみの収集回数 は週3回,定 め られた曜 日に集積所 で行 う。排 出方法 は
原則 として,蓋 付 き容器によるステーシ ョン方式 によ るが,一 部,高 層集合住
宅 において コンテナ方式や 自動貯留排出装置 を採用 している。今後 も,中 高層
集合住宅 にっいて はこの方式 を採用す る方針 とされ る。また,み なとみ らい21
地 区の管路収集区域 で は随時,管 路 で収集 している。(表7を参照せよ。)
4.2中継 基 地
収集地区と焼却工場との距離が遠い一部の地区では,ご み搬送の効率化を図
るために,中 継基地 として6ヵ 所の輸送事務所を設 けている。すなわち,港 北
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(280t/日),磯子(500t/日),戸塚(200t/日),神明台(500t/日),神奈川(400t/
日),長坂谷(300/日)の6輸送事務所 であ る。 中継方式 は,港 北輸送事務所 が
ピッ ト・クレー ン方式,長 坂谷輸送事務所が平面 中継,そ の他事務所 は コンパ
ク タ ・コンテナ方式で あ り,輸 送事務所 で ごみを大型車 に積み替 えて焼却工場
へ輸送 して いる。(表3を参照せよ。)
4.3焼 却 工 場
横 浜 市 が 収 集 す る 家 庭 系 ご み(LO45,360t)は,その ほ と ん ど が 焼 却 処 理
(999,2231)され,一 部 は 埋 立 処 分(4,251t)され て い た が,最 近 は 資 源 化(41,761
t)され る分 が 多 くな っ た。
事 業 系 ごみ は,横 浜 市 の 許 可業 者 に よ り搬 入 され る ごみ と事 業 主 体 が 直 接 搬
入 す る ごみ か ら成 り,や は り焼 却(481,657t),埋立(13,178t),資源 化(3 ,301t)
に 回 さ れ る。
家 庭 系 ご み と事 業 系 ご み の 焼 却 処 理 分 は6焼 却 工場 へ 送 られ て 焼 却 され る。
焼 却 工 場 は,鶴 見(1,200t/日,1995年竣rl),港南(900t/日,破砕60t/5h,1974年
竣 工),保 土 ヶ谷(1,2QOt/日,破砕60t/5h,1980年竣 一D,旭(▽ 日r改 修中),都 筑
(1,200t/IL破砕33断60t/5h,回転 式20t/h,1984年竣ll),栄(L500t/日,破砕60t/
5h,1976年竣1_)の6工 場 で あ る。(表4を 参照 せ よ。)
4.4埋 立
家 庭 系 ご み(4,251t)と事 業 系 ごみ(13,178t)の埋 立 処 分 は,神 明 台 処 分 地(全
容量8,049,700m$,残余容量2,663,166m3;1973年)と南 本 牧 廃 棄 物 処 分 場(全 容量
2,990,000m3,残余 容量1,915,382ma;1993年)に送 られ て埋 め 立 て られ る。
家 庭 系 ごみ の 「保 管 」 分(125t)は,神 明 台 処 分 地 に お い て 保 管 さ れ る が,こ
れ は ほ と ん どが 使 用 済 み 乾 電 池 で あ る。(表8を 参 照せ よ。)
4.5資 源 化
「資 源 ごみ 」 と は,紙 鉄 屑,ア ル ミニ ウ ム,ガ ラ ス び ん,布 等,再 生 利 用 可
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能 な ごみ を い う。家 庭 系 の 資 源 ごみ(41,761t)と事 業 系 の 資 源 ごみ(3,301t)は,
次 の 資 源 化 施 設 に送 られ て再 利 用 に 向 け て 処 理 さ れ る。 す な わ ち,鶴 見 資 源 化
セ ン タ ー(資 源 ごみ50t/日,不燃性 粗大 ごみ100t/日,可燃性 粗大 ごみ50t/日,1995
年 竣工),緑 資 源 選 別 セ ン タ ー(資 源 ごみ40t/日,1993年竣 工),戸塚 資 源 選 別 セ ン
タ ー(資 源 ごみ60t/日,1995年竣 工),お よ び グ リー ン コ ン ポ ス ト製 造 施 設(樹 木
舅定枝25t/日,1992年竣L)で あ る。(表5を 参 照 せよ。)
4s粗 大 ご み
粗大 ごみは,家 庭生活 か ら排出 され る大型 の ごみであ り,電 気製品,家 具,
自転車,布 団等 の大型生活用品廃棄物を いい,そ の収集 は17環境事業局事務所
が,家 庭 ごみ と併 せて,電 話 申込制戸別収集 を行 っている。す なわ ち,市 民 は
居住地 区を担 当す る環境事業局事務所 に電話 で申 し込 み,粗 大 ごみ搬 出の日時
等 の指定を受 けるのであ る。 粗大 ごみの電話 による申告制戸別収集 は,平 成2
(1990)年に開始 され,平 成8(1996)年12月までは個数制限付 きの無料(月1回
4個の制限があった)で あ ったが,平 成9(1997)年1月以降 は有料 になった。粗大
ごみの手数料 は,横 浜市指定 の金融機関,郵 便局 で専用納付 書を用 いて料金 を
前払 いす る。納付 書は金額別 に色分 けされているか ら,粗 大 ごみに この金額 の
シールを張 り,電 話で確認 した場所 に出す。特 に,昭 和47年 以前に製造 された
家電製 品(テ レビ,電子 レンジ,エァコン)に はPCB(ポ リ塩化 ビフェニール)が 使
われて いるので メーカーに依頼 してPCBを 除去 してか ら収集を申 し込む。
収集 された粗大 ごみ(33,683t)は,・J燃物,不 燃物,資 源物 に分別 され,焼 却
工場へ回送 される もの と,埋 立処分場へ そのまま直送 され る もの とがあ る。横
浜市 の粗大 ごみ処理施設 は,鶴 見資源化セ ンター(不燃性粗大ごみloOt/日,可燃
性粗大ごみ150t/日,1995年竣工)で あ り,・J燃物 の焼却後 の灰 や不燃物 は処分地
で埋立処分 され る。金属類 は資源化 され る。家庭電化製品や金属製品 は,鶴 見
資源化 セ ンターで破砕処理 を施 し,一 部 は回転式破砕機 に掛 け られ,金 属類 を
抽出 して資源化が図 られ る。特 に,冷 蔵庫,エ アコンは冷媒 に使用 されている
フロンの回収が行 われて いる。(表6を参照せよ。)
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粗大 ごみ について平成8(1996)年度 に前年度比30.7%増であ ったが,こ れ は











横浜市内で生産活動 を行 った結果,産 出された付加価値であることを意味す
る。また,「総生産」とは,この財サービスの生産により生 じた資本減耗を考慮
しない計数であることを意味する。この名目市内総生産(GDP)は,生産活動に
より新 しく追加 された財貨サー ビスの供給であり,財貨サービスの需要である
名 目市内総支出(GDE)と事後的に(expost)等しい。









実質 市内総生産(GDP')は,横浜市内 の経済主体が一・年度内 に新 しく追加 的
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に生産 した最終的生産 物(財 貨サービス)の,あ る基準年次価格表示 の付加価値
額 を表す。基準年次価格表示 の付加価値額 は,本 質 的には物理的量 を表す こと
になる。
一般 に,実 質市 内総支 出(GDER)のデー タは次 のよ うに作成 される。市場価
格表示 の名 目市内総支出(G1)E)の構成項 目の名 目値(例 えば}民間最終消費支出)
をT該 当す るデ フレーター(例 えば,消費者物価指数)で 除す ることによ り,構 成
(5)
項 目の実質値 が求 め られ る。通常,こ れ らデフ レー ターは,関 連 す る物価指数
の基準年次 における数値を100と置 いて設 け られている。 このよ うなデフ レー
ターで各構成項 目の名 目値を除 し,得 られた実質値 を合計す ると実質市 内総生
産 が得 られ る。 この実質市内総生産で名 目市内総生産 を除す ことによ り市内総
生産 デ フ レー ターが求 め られ るのである。
横浜市の市民経済計算で は,資 料 上の制約 によると して,上 述 の通常 の手順
とは異 な る便法 を用 いて い る。 まず,① 名 目市内総 生産 の各項 目のデ フ レー
ターと して,国 民経済計算 の各項 目のデフ レー ターをそのまま援用 している。
また,② 純移出 と統計上 の不突合を一括 して残差 と して扱い,こ れ らを除いた
項 目の名 目値の合計 を実質値 の合計 で除 して市内総支 出デフ レー ターを求めて
いる。① につ いて,各 項 目のデフ レー ターとな るべ き物価指数 は本来,横 浜市
に限定 され る物価指数 で あ ることが望 ま しいか ら,国 民経済 計算 のデ フ レー
ターを援用す るの は一 っの近似であ る。 また,② について,純 移出 という重要
な意味のあ る統計値 を残差 と して求 めざ るを得 ない ことか ら,得 られ る市内総
支 出デフ レー ターは,あ り得 べ き真の値か ら乖離す ると思われ る。
ごみ発生方程 式 の定式化 において必要 とな る実質所得変数群 を用意 す る際
(s)
に,横 浜 市 が 作 成 した 市 内 総 支 出 デ フ レー タ ー(DFODE)を用 い た 。 こ れ を用 い
て 追 加 的 に作 成 した 統 計 デ ー タ ー は次 の4項 目 で あ る。
@実 質 市 内 純 生 産(NDPR):要 素 費 用 表 示 の 市 内 純 生 産(NDP)を,市 内 総 支 出
デ フ レー ター(DFGDF.)で除 した もの とす る。(た だ し100を掛 けて補 整す る。)
ノ>Z)1=)1+'e(ノ>L)P/1)FoDE)×100(*2)
⑤ 実 質 市 内 雇 用 者 所 得(DEIR)=名目市 内 雇 用 者 所 得(DEI}を,市 内 総 支 出 デ ブ
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レー ター(DFcDE)で除 した もの とす る。(た だ し100を掛 けて補 整 す る。)
L)Elx=・=(DE〃DFGD忍)×100(*3)
◎ 実 質 市 民 所 得(ZIR):要素 費 用 表 示 の 市 民 所 得(zの を,市 内 総 支 出 デ フ レー
タ ー(DFGDE)で除 して 実 質 化 した もの とす る。
ZIP～篇(ZI/1)F'GDE)×100(*4)
⑥ 実 質 市 民 雇 用 者 所 得(ZE∫丑):名 目市 民 雇 用 者 所 得(ZEI)の変 数 を 市 内 総 支 出
デ フ レー タ ー(1)FODE)で除 した もの とす る。
ZEIR=(ZEI/1)FGDE}xXOO(*5}
5.3時の遅れモデル
t期の説 明変数Xtが 被説明変数 呂 に及 ぼす効果が過去 に遡 って指数関数 的
に無限 に減少的であ ると仮定 す るKoyck型の単純 な方式(scheme)は,次のよ
C7)
う に 提 出 さ れ る。
y,二α十 わ{X,十λX,-1十λ2X卜2十 … 十一λ"Xトガト…}十ul
;α 十b{X,十 λ五X∫十 λ2L2X,十… 十 ληゐπX,十…}十 勧
一 α+わF1π 肋(*6)
た だ し λ は1よ り小 の 正 数0≦ λ<1で あ り,Lは 」LSκ`=xt-Sとな る よ う な 遅 れ
(g}
の 作 用 素 で あ る 。 ま た,utはt期 の 撹 乱 項 を 表 す 。
(*6)式 の 両 辺 に1一 λム を 掛 け て,整 理 す る 。
(1一 λ、L)yt=一一(1一λL)α+乙レX,十(1一λ、乙)z4,
よ っ て,最 終 的 に
y∫二=(1一λ)α十bXt十ayr,_1十(uガー λut-1)(*7)
を 得 る 。 さ ら に,Ztを 別 の 説 明 変 数 と し て,も し二 っ の 説 明 変 数X,とZtが と
も に 指 数 関 数 的 に 無 限 に 減 少 的 で あ る と仮 定 す る な ら ば,
Yt=a十 わ(X,十λX卜 重十 λ2X,-2十… 十 λ"X,_π十 …)
十c(z,十λZt-,十λ2z,_2十… 十 λ"z,_.π十 …)十u`
=α 十b(X,十 λ、LX`十λ2、LzXt十… 十nLnxt十 …)
+C(Zt+λ ムZ,+λ2L2Z,+…+λ π〃Z,+…)+ul




と な る。 上 式 の 両 辺 に1一 λLを 掛 け て,整 理 す る 。
(1-一λL)Yt=(1一 λL)α十 δX,十cZ十(1一 λゐ)ul
よ っ て,最 終 的 に,次 の 形 式
yt(1一 λ)α十bXt十cz`十 λy卜1十(ut_.au卜1)





事業系 ごみは,商店,事 務所,工 場等か ら排出される廃棄物のうちで廃掃法
fig)
(廃棄物処理法)で 指定 された19種 類 の産業廃棄物以外の廃棄物 をい う。事業系
ごみ は,基 本 的に企 業の財サ ー ビスの生産活動 に伴 って発生 す る産 業廃棄物 で
あ り,負 の効用 を もた らす結 合生産物 として捉え られるか ら,こ の定式化 は生
産関数 の定式化 と軌 を一 にす る。
第一 の接近 は,生 産関数を援用 し,投 入 と産出の物理的な量的関係 のみを摘
出す る ものであ る。一般 に,企 業 の結合生産物 をQ1,g2,生産要素 をx,,xzと表
せ ば,陰 関数形式での生産関数Fは
F(91,Q2;xl,x2)-0(*10)
と書 かれ る。σ1を生産物,Q2を生産活動 に伴 う結合生産廃棄物 としてi(*10)
式 をQzについて解 けば,陽 関数形式 の廃棄物排出関数が得 られ る。
Q2=∫(Q1;xl,x2)(*11)




の二 っが想定 され る。ただ し,`は時間,uは 撹乱項を表す。(*12-2)式のes`の
項 はSolow型の中立 的技術進歩 を表 し,時 間の経過 と ともに ごみ排 出関数が
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シ フ トす る構 造 に な っ て い る。
第 二 の 定 式 化(*12-2)は,ま ず,両 辺 の 自然 対 数(ln)を 取 る。
Xng2=1nA+alnx,+β1rLπ2+71nQ1+δ'+lnu(*12-3)
この(*12-3)式で 各 変 数 の 対 数 間 の 関 係 は線 形 に な る か ら,通 常 の最 小2乗 法
(io)
を適用 して推定す る。なお,具 体 的に は,Qzを事業系 ごみ排出量,4tを生産量,
xlを資本 ス トック,x2を労働量,tを 時間 とす る。
6.2利 潤極 大化 接近
別 の 接 近 は,企 業 行 動 の 利 潤 極 大 化 行 動 の 過 程 ま で 織 り込 ん だ 定 式 化 で あ
る。企 業 の 利 潤 は,利 潤Tl=収 入m費 用Cと 定 義 さ れ る。収 入Rは 生 産 物 価
格 と生 産 量 の 積 で あ り(R=p,・Q1),費用Cは 各 生 産 要 素 の 価 格rl,r,に対 す る
生 産 費 用rlxl+γ2κ2と生 産 廃 棄 物 の 排 出 量Q,の 処 理 費 用 ρ2σ,の和(71κ1+r、■、
+ρ292)であ る。 よ って,利 潤 は
π 幕ρ・σ一r,x一72κ2}ρ29・(*13)
で あ り,こ れ に 生 産 関 数91=∫(xl,κ2,Qa)を代 入 す る。
π 一plf(xl,x2,Q2)rlxビー72κ2-一ρ2(r2(*14)




よ って ・ こ れ ら3式 を 連 立 方 程 式 と して 解 け ば,最 適 解 と して 次 の 同 時 解 が 得
られ る。 同 時 解 は どれ も,生 産 物 価 格 ρ1,廃棄 物 処 理 費 用pz,生 産 要 素 価 格 ハ




上 掲 最 後 の(*16-3)式が 産 業 廃 棄 物 発 生 関 数 な い し事 業 系 ごみ 排 出 関 数 と して
C11)
用 い られ る。
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6.3線 形 形式 にお ける資本 ス トック
線 形 形 式
4z=a+わσ1+cx,+dx2+u(*12-1)
を想 定 す る と,資 本 ス ト ックx、は,前 期 の 資 本 ス ト ッ クx° と投 資 △xlの和
xl==x°董一←・△x1(*17)




と書 か れ,初 期 の 資 本 ス トッ クx°zは切 片 に 含 ま れ て しま う。 そ れ 故,こ の 場 合
に は,資 本 ス トッ ク の代 わ り に投 資 △xlを説 明 変 数 と して 用 い る こ と が 許 容 さ
れ る。
7.oLs推 定 量
yrを被 説 明 変 数x2,X3,…,-Xkを説 明 変 数,utを7乱 項 とす る。 期 間t=1,
2,…,nに 対 す る各 変 数 の観 測 値 をy、,X2、,X3t,…,Xktとす れ ば,観 測 値 ベ ク
トル 〃 と観 測 値 行 列X,麗 乱 項 ベ ク トルu,誤 差 ベ ク トルe,お よ び 係 数 ベ ク ト
ル β が 次 の よ うに 書 か れ る。
一「1卜賑劃 一liレ1{レ匿1
0LS(通常最小2乗 法)の 仮定① ～⑤ を設 ける。す なわち,yの 標本観測値 の
ベ ク トル 〃は,説 明変数Xの 標本観測値 のベ ク トルxと 撹乱項 ベ ク トルuの
1次結合 として表 され る。
① 〃=β1κ1+β2エ2+…+β轟+U




撹乱項uの 期待値 をゼロと仮定す る。 また,撹 乱項 の分散共分散行列 は σ27
に等 しい。すなわち,πt(ゴー1,2,…,n)の分 散 はす べ てのkに 対 して等 しく,
(12)
uiと笏(Z,j=1,2,…,n)の共 分 散 は ゼ ロ と仮 定 す る。(同質 散布性)
②E[u]-4
③E[uu']一 σ2∬
④ 観 測 値 行 列 の 階 数 ρ は変 数 の個 数kに 等 し い。ρ(X)-k
⑤ ■ は非 確 率 的 行 列 で あ る。
誤 差 項 は θ=〃-Xゐ と書 か れ る か ら,誤 差 の2乗 和 を 最 小 に す る よ うな 係 数






を得 る。 このbを 最 小2乗 推 定 量(LeastSquaresEstimator)とい う。
推 定 値 の 標 準 誤 差(standarderroroftheestimate)は
s2㍉錫(*22)
の平方根 と定義 され,撹 乱項uの 分布 の標準 偏差 σの推定量Sを 表す。 このと
き,E[S2]=σ2が導かれ る。す なわち,標 本分散S2の期待値が分散 σ2である。
nn‐
決 定 係 数1～2は,説 明 さ る べ き総 変 動 Σyピ2=Σ(Y-Y「)2のうち,推 定 方 程 式
ユロ 　 i=1n
0n　 　
によ り説明 され た変動 の部 分 Σ}72筐Σ(Y-Y)2の比 を表 しs相 関係数Rの2
tl伊1
乗 で あ る。
nは 標 本 の 大 き さ(samplesize)を表 し,推 定 に用 い られ た デ ー タ の 個 数 を い
う。 ま た,d.f.は自 由 度(degreesoffreedom)を表 し,n--kに等 しい 。kは 推 定
方 程 式 で 用 い られ た 変 数 の 個 数,す な わ ち,被 説 明 変 数yと 説 明 変 数X2,
X3,…,Xkの 個 数 の 和 で あ る。
推 定 係 数 ベ ク トルbは 確 率 変 数 の ベ ク トル で あ り,確 率 分 布 に 従 う。bの 分
散 共 分 散 行 列 はvar(の=σ2(X'X)『1と 書 か れ,こ れ の 対 角 要 素 σ2砺はbの
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対 応 す る要 素bxの 標 本 分 散(samplingvariances)であ り,そ の平 方 根 を 標 準 誤
差(standarderror)とい う。 た だ し α。は逆 行 列(X'X)　1の2番 目 の対 角 要 素 を
表 す 。 標 準 誤 差 は小 さ い ほ ど良 い。
t検 定 量 は,t分 布 を 用 い て 無 相 関 帰 無 仮 説H。:iを 検 定 す る検 定 統 計 量
で あ る。t検 定 量 は次 の よ う に導 出 さ れ る。
b「 β、～`(n-k)a=2 ,3,…,k(*23)t
s>蚕
上式に仮説値 β、=0を代入 し,求 め られるt値が棄却域 に落ちるな らば,帰 無
仮説を棄却すればよい。
H章 横浜市ごみ方程式の推定





SE一誤差項 の標準誤差,1ぞ2=決定係数,n標 本の大 きさ,d.f一自由度(-
n-k)。ただ し,推定式 の係数 の下 にある()内 は推定係数 の標準誤差を表 し,
[]内 は推定係数 のt検 定量 を表す。
使用す る統計 デー タにつ いて,横 浜 市民経済計算関連 の経済変数 の単位 は原
則 と して 「百万 円」で あ り,横 浜市 ごみ関連変数 の単位 はすべて 「トン」 とす
る。
使用す る変数記号 は,そ の一覧表 を巻末 に用意 してある。 また,関 連 する グ
ラフは付 図 と して巻 末 に一括 してま とめて あ る。 そ こで,'主要変数 は時系列
デー ターの グラフを付 し,分 析結果 を表す グラフは,単 相関 については独立変
数 と従属変数 の二変数散布図 を用意 し,多 変数回帰 につ いては従属変数 の計算
値 と実績値を示す時系列 図 と,推 定線か ら乖離す る実績値 の軌跡 を示す相関図
の二種 を,必 要 に応 じて提示 する。
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1.ご み収集搬入量(RC)
横浜市 の ごみ収集搬入量 の説明変数 は,大 別 して,所 得変数 と消費支 出関連
変数の2種 があ り,そ れぞれ,名 目値 と実質値 が設 け られ る。具体 的には以下





横浜市の ごみ収集搬入量 は横浜市 にお けるあ らゆ る家計 と企業 の経済行動 に
よ り発生 す る量であ るか ら,こ れの説 明変数 は総括的 な所得変数で あ り,か っ
実質値であ ることが望ま しい。
1.1ごみ収集搬入量(RC):名目市内総支出(G・DE)
現行市場価格 表示 の市内総生産(GDS)は,横浜市の生産活動を総括的 に表す
経済変 数で あ ると見 ることがで きる。 この市 内総生 産 は市場 に供給 と して現
れ,事 後的 に需要 と等 しくな る。 この需要 は支 出額 と して現れ るか ら,そ の面
で名 目市内総支 出(GDE)と呼 ばれ る。それ故,「市内総生産(Go1〕)」と 「市内
総支出(CDE)」は事前的な意味で は異 なるが,事 後的 には(統計的に)数値 が等
しくな るか ら,以 下で,こ の両者 は統計 デー タと して は同義 に扱 う。
生産活動 は当然 に,ご みの排 出を伴 うので,ま ず,横 浜 市の総括的 な ごみの
排出量 を表す 「ごみの収集搬 入量(RC)」と 「市内総 支出(α)E)」の相関関係を
単純回帰方程式 によ り推定す る。 ごみ の排 出量 は物理的量 だか ら,排 出量 を説
明す る変数 は実質表示 の方がふ さわ しいと思 われ るが,名 目表示 の変数 も併せ
て検討す ることにす る。名 目の変数を用 いる ことは,暗 に価格体系が説 明変数
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sE=54615.916,Rz=O.9513113,n==21,d.f=19
決 定 係 数 は比 較 的 に 人 き く,変 数GDEのt検 定 量 は十 分 に大 き く,有 意 で あ
る。 図1.1は 変 数1～CとGDEの 散 布 図 を 示 して い る。 顕 著 な傾 向 は,1975～
1978年と1983～1987年部 分 の 限 界 変 化 率 が 高 くな って い る こ とで あ って,こ
の パ タ ー ンは ほ とん どす べ て の散 布 図 で お しな べ て 見 受 け られ る特 徴 で あ る。
1.2ごみ収集搬入量(盈C):名目市民総支出(GZE)
市場価格表示の市 内総生産(GDP)に,横浜 市民 による市外か らの純要素所得
を加 えると名 目市民総生産(GZP)が得 られ る。すなわち,市 内総生産 は横浜 市
民 と非横 浜市民が横浜市内で行 う生産活動 の成果 を表すが,市 民総生産 は横浜
在住 の市民 が横浜市の内外で行 う生産活動 の成果 を表 してお り,定 式化 の意味






(1.2)式の推定結果 は,名 目所得変数 の中では最高 の適合度 を示 して いる。
(L1)式の名 目市 内総支出の結巣 と比較す ると,決 定係数 が大 き く,推 定値の
標準誤 差が小 さく,説明変数 のt検 定量 も高いので,ご み収集搬入量(RC)を説
明す るのには,市 内総 支出 よりも市民総支出(GZE)の方 が若 下,優 れているこ
とが認 あ られ る。 また,名 目市内総生産 で見 られた期間傾 向のパ ター ンが ここ
で も同 じよ うに見受 けられ る。(図L2を 参照せよ。)
1.3ごみ収集搬入量(、RC):要素費用表示の市内純生産(NDP)
横浜 市の生産 活 動を表す統計数値の一っであ る 「要素 費用表示 の市内純生産
(NDP)」は,先 の名 目市 内総生産(GDP)か ら固定資本減耗(FKI))を控除 し,
さ らに 「間接税 一補助金」を差 し引いた もので ある。「要素 費用表示」とは,生
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産 主 体 が 生 産 要 素 に 対 して 支 払 う費 用 に よ り評 価 した 価 値 を い い,そ の 意 味
で,む しろ 供 給 側 か ら の定 式 化 で あ る と い う こ とが で き る。 推 定 結 果 は上 二 式






市民所得 は,横 浜 市内の居住者 で生産要素を提供 した者 に帰属す る分配所得
であ り,生 産要素 と しての労働 ・土地 ・資本 に対 して賃金 ・地代 ・企業所得 を
形成 し,制 度的主体面 では,家 計への雇用者所得,非 企業部門への財産所得,
および配当控除後の企業所得か ら成 る。
経済活動 の変数 と して市民所得 を採用す ることは,横 浜 市に居住す る市民 の
経済行 動を対象 とす ることを意味す る。市民所得 は,要 素費用表示 の市民純生
産 に相当す るのであ る。横浜市 に居住 する市民 の経済活動 は,横 浜 市外 におけ









80%を占める。説明変数を市内雇用者所得に置 くことは,ご みの発生源を主 に
被雇用者に限定することを意味する。それ故,推 定結果は,こ の限定に起因 し
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て,か な り劣 化 す る こ と が 認 め られ る。 す な わ ち,(1.3)式 に比 べ て決 定 係 数






1.6ご み収集搬 入量(RC)=要 素費 用表示 の市 民雇 用者所 得(ZEI)
市 民 所 得 の7～8割 を 占 め る雇 用 者 所 得 は,横 浜 市 に 居 住 す る市 民 の 雇 用 者
所 得 と定 義 さ れ,概 して 市 内 雇 用 者 所 得 よ り も大 で あ る。(1.4)と(1.6)を比
較 す る と,市 民 雇 用 者 所 得 を 説 明 変 数 とす る(L6)式 の 方 が 決 定 係 数 が 大 き







名 目市内総 支出の中で約70%を 占ある 「名 目民間最終消費支 出(PCE)」を説
明変数 と して 「ごみの収集 ・搬入量(RC)」の回帰式 を設 け ることは,ご みが
もっぱ ら,横 浜市 内の家計 と,家 計 にサ ー ビスを提供す る民間非営利団体 の消
費活動によ り発生す ると主張す る ものであ る。推定結果 は市民所得 とほぼ同 じ



















次 の推定式 は,ご み収集を名 目家計食料費 支出(FE)によ り説明す るもので
あ るが,ご みの排 出が ほとん ど家計の食料費需要 に伴 うとす る設定 にやや難が
ある。 ただ し,現 在の使 い捨て方式が流布 し,ご みが人量化 した きっかけに加
工食料品産業や ファース トフー ド産業 のサー ビス業態が大 き く関与 しているた
め,推 定 を試み る意味 はあ る。 しか し,こ の推定結果 は所得 ・消費変数 の中で







本節以下で は,上 掲(L1)か ら(1.9)までの名 目値 の変 数を実質値の変数
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特定基準年次 の価格表示における実質市 内総生産 に横浜市民 による市外か ら
の純要素所得 の実質値 を加え ると,実 質 市民総生産が得 られ る。 この供給 に対
す る需要 は事後 的に等 しく,実 質 市民総支 出 と呼ばれる。(1.11)の推定結果
は,(1.10)の実質市 内総支出 と比較 す ると,決 定係数 が小 さ く,推 定値の標準







横浜 市の統計 で公表 されて いる実質値 は 「市民総 支出」の項 目に限定 されて
い るの で,実 質 表 示 の市 内純 生 産(1,.)は,要 素 費 用 表示 の市 内純生 産
(NDP)を市 内総支 出デ フレー タ(DF鋭)で デフ レー トして作 られる。
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初 聾(NDP ,/DFoρE)×100(*2)
要 素 費 用 表 示 の 市 内 純 生 産(NDP)の 推 定 式(L3)と 比 較 す る と,実 質 市 内





1.13ごみ収集搬入 量(RC):実 質 市民所 得(ZIR)
L4節 に示 す 要 素 費 用 表 示 の 市 民 所 得(21)を所 得 デ フ レー タ ー で 実 質 化 して
用 い る。
ZIR={ZI/DFcnF)×100(*4)
こ の 場 合 の 推 定 結 果 は,実 質 化 され た 変 数(ZIR)を用 い た こ と に よ り
,要 素





1.14ごみ収集搬 入量(kc)=実 質 市 内雇用者 所得(D8野)
名 目 市 内 雇 用 者 所 得(DEの を 市 内 総 支 出 デ フ レー タ(DFcnE)で除 した 実 質 市
内 雇 用 者 所 得(ヱ)E/R)を説 明 変 数 と して 用 い る。
D甜 一(0餌DF・ ρE)×100(*3)
市 内 雇 用 者 所 得 の 結 果(1.5)と 比 較 す る と,す べ て の 指 標 は 向 上 し,僅 か な








換 して実質化 した ものであ る。
ZE∬R-(ZE〃DFGDE)×100(*5)
ここでの関心 は次の2点 にある。
①名 目市民雇用者所得 を実質 市民雇用者所得 に代 え ることに より,推 定が どれ
だけ改善 され るか。
②実質市内雇用者所得 を用 いた場合 と比較 して,実 質市民雇用者所得 の推定結
果が どれだけ改善 され るか。
まず,① の実質化 について,名 目の(1.6)式は次 の(1.15)のよ うに改善 さ
れ る。 また② の 市内か ら市民へ の変更 にっ いて,次 の(1.15)式は(1.14)式
よ りも決定係数,推 定値 の標準誤差,t検 定量 のいずれ も僅かなが ら改善 が見







消費者行動理論 の見地 か ら,消 費行 動の実質 的な変数 を ごみ排 出の説明要因
と置 いた設定 は,あ る程度,説 得性が あるもの と期待 され る。先 に名 目の民間
最終消費支 出 と家計最 終消費支出を検討 した(L7)と(1.8)が 示す ように,
名 目値 の消費者行動 を用 いた推定式 もかな り説明力が高 か ったが,よ り理論 的
に も根拠 のあ る消費者行動 の実質値 を用い ると,さ らに改良 されて,(1.16)








Rご み収集搬 入量( .RC)=実質 家計 最終消 費支 出(HC'ER)
名 目値 で の推 定 結 果 で あ る(L7)と(1.8)式 に お い て,家 計 最 終 消 費 支 出
の 方 が 民 間 最 終 消 費 支 出 よ り もや や 優 れ て い た が ,実 質 値 の 推 定 に お い て も,
実 質 家 計 最 終 消 費 支 出 の 方 が 実 質 民 間 最 終 消 費 支 出 よ り も優 れ た結 果 を もた ら
して い る。 ま た,こ の(1、17)式 は,ご み 収 集 搬 入量(RC)を 説 明 す る推 定 式





1.18ごみ収集 搬入 量(RC):実 質 家計食料 費支 出(FER)
参 考 と して,実 質 家 計 最 終 消 費 支 出 の 中 で 最 も大 き な比 重 を 持 っ 実 質 食 料 費
支 出 を 説 明 変 数 とす る推 定 方 程 式 を 試 算 して み る。 推 定 結 果 は,名 目食 料 費 支
出 の 場 合 よ り も,ほ ん の 僅 か 改 善 す るだ け で あ り,格 別 に 採 用 さ れ る根 拠 は な






本節2で は,家庭 ごみ(甜の の排出に対する各種の所得および消費要因の効
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果を検討する。家庭系 ごみの排出を説明付 ける要因は,家庭の所得や消費支出
の変数が適当であろう。さらにz家 庭系 ごみは横浜市民の家庭生活の運営に付
随 して発生するので,説 明変数 は 「横浜市内ベース」であるよりも 「横浜市民
ベース」である方が尤 もらしいとも思われる。
2.1家庭ごみ(丑ワの=名 目市内総支出(GDE)
まず,家 庭 ごみの排 出を,横 浜市内ベー スの財貨 サー ビス需要 支出で ある市
内総 支出で説明す る。推定結果 は,決 定係数 が比較 的に大 き く,t検定量 も十分







家庭系 ごみの排 出を横浜 市に居住す る市民 ベースの総支出で説明す る。特徴
的な ことは,(2.1)式にお ける市 内ベ ースと比べて,(2.2)式の成果が,名 目
所得変数 の中で,す べての指標 につ いて最 も優れていることで ある。 これ は,
家庭系 ごみの排 出が,横 浜市民 の家庭生活 の経済行動 に根 ざ して いることを裏










は,ほ ど ほ ど に 成 功 的 で あ る が,(2.1)の 名 目 市 内 総 支 出 ,(2.2)の 名 目 市 民





2.4家 庭 ごみ(Hw):名 目民 間最 終消費 支 出(」PCE)
家 庭 ごみ の 排 出 は,基 本 的 に 横 浜 市 民 の 消 費 生 活 に付 随 して 発 生 す る か ら,
ま ず,第1次 近 似 と して,横 浜 市 の 民 間 最 終 消 費 支 出(PCE)で 家 庭 系 ご み の 収
集 を 回 帰 さ せ る こ と に す る。 推 定 の 結 果 は,前 掲 三 つ の 所 得 変 数 に よ る推 定 結





2.5家 庭 ごみ(研 の:名 目家 計最終 消費支 出(HCE)
家 庭 系 ごみ の 排 出 量 を 名 目家 計 最 終 消 費 支 出(HCE)に よ り説 明 す る こ と は,
理 論 的 に,(2.4)の 民 間 最 終 消 費 支 出 よ り も尤 も ら しい もの で あ り,有 意 性 が
高 ま り,ほ ん の 僅 か で あ る が 改 善 され,消 費 変 数 モ デ ル の 巾 で 最 良 の 結 果 を 挙
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2.6家庭ごみ(Hyの:名目家計食料費支出(FE)
家庭系 ごみの排 出が,も っぱ ら家計 の食料費支出 に依存す るとい う設定 は,
説明要因 の指定が限定的で あるだけに余 り効果 的で ない と思われ る。 ここでの
推定結果 はiむ しろ,近 年,コ ンビニエ ンス ・ス トアを中心 に食料品包装が過
剰 にな って きた ことの効果 を摘 出 しよ うとい う試 みであ り,参 考 と して付 け加








ここでは,先 に(2.1)で推定 した名 目市内総支出(GDE)を実質値 に置 き換
えて いるが,こ の定式化 は,物 理的 な家庭系 ごみの定義 と相侯 って,妥 当な も
の とい うことがで きる。推定 の結果 は,明 らかに名 目値の推定結果 よ りも有意
性 が優れ,か っ,家 庭 ごみ推定式 の全体 を通 じて最善 にな っている。 また・ こ
こでの推定結果 は,家 庭 ごみ ブロックの中で決定係数 が最 も大 きく,標 準偏差









して発生する。それゆえ,こ の場合の定式化 は理論的に最 も妥当な設定である
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と思 わ れ たが,予 想 に反 して,推 定 の結果 は前掲(2.7)の実 質 市内総 支 出







前掲 の名 目変数値 を用 いる家庭 ごみの推定 に対 して,実 質値を用い る方 が,
理論的にはよ り現実的であ り,好 ま しい結果が得 られ ると期待 された。実際 に,
ここでの推定結果 は,対 応す る名 目値 の設定(2.4)式と比較 して,決 定係数
標準偏差,t検 定量 のすべてにおいて若干,改 良 されてい る。 また,推 定結果
は,名 目と実質双方の消費支出 ブロックで決定係数が最 も大 きく,標 準偏差が
最 も小 さ く,説 明変数 ・PCがの'検 定量が最 も大 き く,統 計的に優れてい るこ







も し家庭系 ごみの排 出を一一変数で効率的 に説 明付 けたいとす るな らば,理 論
的には,実 質家計最終消費支出(HCER)を用 い ることが最 も妥当であろ うが,
推定結果 は,家 庭 ごみの名 目 ・実質消費 ブロ ックを通 じて実質民 間最終消費 支
出(2.9)の方 が ここでの実質家計最終消費支 出よ りも決定係数,標 準偏差,t
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S」E==・18200.307,R2==・0.9835164,n=21,d.f.二=19
2.11・家庭ごみ(Hyの=実質家計食料費支出(FER)
上掲 の(2.6)式における名 目家計食料費支出(FER)を実質値 に置 き換 えた設
定 が(2.11)式の推定で ある。推定 の結果 は,特 に実質値 による定式化 が優れ
てい るとはいえず,(2.6)式よ りもかえ って劣化 してい る。 これ らは,家 庭系
ごみが,も っぱ ら家計 の食料消費 のみに強 く依存す るとい う限定的 な設定 に起
因す ると思 われ,か な り,難 点 があると見て よい。すなわち,こ の場合 の推定





3.粗 大 ご み(i')
{2.11)
粗大 ごみは家庭生活の運営か ら排出される人型の家庭 ごみと見てよいか ら,
粗大 ごみ排出の定式化 は,家庭 ごみと同 じ方式で進あればよいであろう。通常
の家庭 ごみと異なる粗大 ごみの特徴は,そ の容積と重量が大 きいことであり,
平成2(1990)年以降は,電話申込による申告制戸別収集が行われるようになっ
た。 しか し,なお,粗 大 ごみの排出は,平成8(1996)年12月まで無料(月1回
4個の制限があった)であったが,平成9(1997)年1月以降は有料 とされた。粗大
ごみ排出に及ぼす,こ の有料化の効果は相当に大きいはずである。粗大 ごみを
排出 したい市民 は,居住地区を担当する環境事業局事務所に電話で申 し込み,
収集日等の指定を受ける。手数料 は,横浜市指定の金融機関,郵 便局で専用納
付書を用いて料金を前払 いする。 この手数料の変遷 もまた著 しく影響の大きい
ことが認められる。
3.1粗大ごみ(BR):家庭ごみ(HW)
最初 に,粗 大 ごみ と家庭系 ごみ との間の相関関係 を確かめてお くことは有益
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であろ う。粗大 ごみが家庭 ごみの中の1種 であるとすれば,両 者の間 にはかな
り高 い相関 が認 め られ るはずであるが,(3.1)の決定係数 は,ほ とん どゼ ロに
近 く(RZ=O.0208293),粗大 ごみ と家庭 ごみの排 出量 の間 にほとん ど相関がない
ことを告 げている。
図3.1のグラフを見て も判 るよ うに,粗大 ごみ は1990年度 を境 に急減 し,動
向に何 らかの大 きな変化があ った と見 られるか ら,こ のA型 の実績値パ ター ン
に直線 を当てはめて も全 くフ ィッ トしないので ある。仮 に標本期 間を1975年
度～1990年度 に限定 して同 じ方程式 を推定す るな らば,(3.1')のよ うに一応
の相関関係 のある直線的な推定式(RZ=0.9320729)を得 る ことがで きる。このよ
うな ことは,1991年度～1995年度 に何 らか の大 きな構造 変化が あ った と判 断
せ ざるを得 ないことを示唆 している。標本期間 中,こ の構造変化 は,ま ず平成
2(1ggo)年度の申告制戸別収集 の開始 に起 こった と判定で きる。図3.1'の散布












化があった ものと想定 し,ダ ミー変数を使用することである。粗大ごみの定式
化は,家 庭ごみの定式化 と同じ説明変数を用いるに してもy申告制や有料化,
日時指定の導入等の効果が大 きく,推定構造式のシフ トを表すこれ らの制度的
要因の効果を織 り込む必要がある。また,粗 大 ごみの説明変数 は,前節1と 節
2の研究成果を踏 まえて,実 質値の消費支出変数で用意することも有用であろ
う。
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粗大 ごみの時系列 デー タは1990年度か ら大 きく下方 に シフ トしてい るので7
単相関式で は説明力の弱 い ことが一f分に予想 され る。図3.1から判 るよ うに,
A字 型 の実績値パ ター ンに直線 を当て はめて もほとん どフ ィットしないの は当
然 で あ る。粗 大 ごみ排 出 にお け る,こ の大 きな構 造変化 は,第 一 に,平 成2
(1990)年に実施 され た 「粗大 ごみ申告制戸別収集」への制度的移行 に大 き く起
因す ると考え られ る。粗大 ごみの 自由廃棄 か ら申告制 に変 わ るだ けで も,排 出
者 にとっては手数が掛 か り面倒 なので,実 際的 ・心情的手 間の費用 が追加 され
る ことになる。
第二 に,平 成3(1991)年4月には 「再生資源 の利用 の促進 に関す る法律」(同
年10月施行)が 制定 され,「廃棄物処理法」(平成4(1992)年7月施行)が 大幅 に
改正 されたが,こ れ らの影響 は無視で きないほどに大 きいのである。 さ らに,
平成4(1992)年9月には 「横浜rya廃棄物等 の減量化,資 源化及 び適正処理等 に
関す る条例」(平成5(1993)年4月施行)が 制定 されたが,こ の ように最近で は,
環境保全 や廃棄物 の排出抑制 と分別 ・再生(リ サイクル)に関す る法律 ・条例 が
相次 いで打 ち出 され るな ど,自 治体 の対応 が活発化 した。 それ故,こ れ らの シ
フ ト効果 を表す ダ ミー変数 を追加 的に使用す る工夫が必要 になる。第一の状況
を 「粗大 ごみ申告制戸別収集 ダ ミー変数(DM。)」で表 し,第 二 の状況 を 「廃棄
物処理法改正 ダ ミー変数(DMBp)」で表す ことにす る。
3.2粗大ごみ(BR):名目民間最終消費支出(」PCE)
原則 と して粗大 ごみ は,最 終消費支出関連 の実質値で説 明す ることが望 ま し
い と思 われるが,こ こで はまず,名 目の最終消費支 出の変数 との間の単相関分
析 を試 み る。最初 は,粗 大 ごみ と民間最終消費 支出(PCE)との間の相 関を試 み
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SE=8618.8455,R2=0.0109925,n=21,d.f.=19
3.3粗 大 ごみ:民 間最終 消費 支出(PCE),及 び粗 大 ごみ申告 制ダ ミー変数(1)
こ こで は,(3.2)式の 名 目民 間 最 終 消 費 支 出(PCE)に 「粗 大 ご み 申告 制 戸 別
収 集 ダ ミー変 数(DMB)」を 追 加 した場 合 の 推 定 を 行 う こ と に す る。 ダ ミー変 数
Dルf8は1989年度 以 前 を0,1990年 度 以 降 を100と 置 く。 ダ ミー変 数 の追 加 に
よ り推 定 式 は著 し く改 善 さ れ,決 定 係 数 はR2=0.OlO99からR2=0 .61596へ一






3.4粗 大 ごみ(BR):名 目家計 最終 消費支 出(HCE)
名 目家 計 最 終 消 費 支 出 は 名 目民 間 最 終 消 費 支 出 の ほ とん ど を 占 め る か ら,推
定 結 果 は 名 目民 間 の そ れ と ほ ぼ 同 様 に 無 相 関 に 近 い こ と が 予 想 さ れ る。 た だ
し,無 相 関 な が ら,(3.2)式の 「民 間 」 に比 べ て,「家 計 」変 数 の 方 が 決 定 係 数








上 の(3.4)式の名 目家計最終消費支 出(HCE)に「粗大 ごみ申告制戸別収集 ダ
324商 経 論 叢 第34巻 第4号
ミー変 数(P鰯)」 を 追 加 した モ デ ル を推 定 す る。 こ の ダ ミー変 数 は,粗 大 ごみ
の 自 由排 出 か ら電 話 に よ る 申 込 制 戸 別 収 集 へ の 変 更 を 示 す も の で,1990年度 以
前 を11,以 降 をD.MB=100と置 く単 純 な 設 定 に な っ て い る。 しか しな が
ら,こ の ダ ミー 変 数 の 追 加 に よ り推 定 式 は著 し く改 善 さ れ,決 定 係 数 はR2-
0.0111138から1～2-0.6171561へ一 挙 に 増 大 し,t検 定 量 は2変 数 と も 十分 に
有 意 な大 き さ を 示 す ほ ど に改 善 さ れ る。 この 事 情 は(3.3)の名 目民 間 最 終 消 費
支 出(PCE)と 同 様 で あ るが,名 目 家 計 最 終 消 費 支 出(HCE)を 主変 数 とす る 当
推 定 式 の 方 が 「民 間 」変 数 よ り も決 定 係 数,推 定 値 の 標 準 誤 差,孟 検 定 量 の す べ





図3.5は}重 回 帰 推 定 線(+印)か ら実 績 値([]印)が ど れ だ け乖 離 して い る
か を 示 して い るが,一 点 を 除 い て ほ ぼ 推 定 線 が 実 績 に沿 って い る こ と が 認 め ら
れ る。 同 じ内 容 を 時 系 列 図 で 示 した もの が 図3.5'であ る。 こ こで は,推 定 式
(3.5)の内 挿 値(+印)と 実 績 値([]印)の 軌 跡 を 示 して い る が,申 告 制 ダ ミー
変 数 を編 入 した だ け で,図3.4'と は異 な り,実 績 値 の 変 動 を突 然 に よ く追 跡 す
る よ う に な る。
3.6粗大ごみ:家具家事用品支出(FU)
粗大 ごみ は,家 庭生活か ら排 出され る大型生活用品の廃棄物 であるか ら,粗
大 ごみを実質家具家事用品支出(FUK)によ り説 明 してみ るのが,こ こでの推定
式 であ る。推定結果 はほとん どゼ ロの決定係数 を示 し,し か も,説 明変数 「家
具家事用品支 出(FU)」の`検 定量 は'=0.1905であ って,有 意性が全 く認め ら






3.7家 具家事 用品支 出(Fの,及 び粗大 ごみ 申告 制 ダ ミー変 数( 1)
上掲(3.6)の 単相 関 式 を 改 善 す る た め に 「粗 大 ごみ 申 告 制 戸 別 収 集 ダ ミー 変
数(D輪)」 を 追 加 して み る。 この ダ ミー変 数 は1989年度 以 前 をDM8-0,1990
年 度 以 降 をDIVIB=100と置 くが,(3.7)式 で の粗 大 ご み 申 告 制 ダ ミー変 数 の 導
入 は非 常 に 有 効 で あ りy説 明 力 の 大 幅 に 向 上 した こ とが 認 め られ る。す な わ ち,
決 定 係 数(R2)は0.00190から0.5635に一 挙 に 増 大 し,説 明 変 数 の 「名 目家 具
家 事 用 品 支 出(FU)」 と 「粗 大 ごみ 申 告 制 ダ ミー変 数(D輪)」 の 双 方 と もt検 定





3.8粗 大 ごみ(B劫=実 質民 間最終 消費支 出(P(四鼎)
粗 大 ごみ は,最 終 消 費 支 出 関 連 の 実 質 値 で 説 明 す る こ と が 望 ま し い が,ま ず,
実 質 民 間 最 終 消 費 支 出 と の 単相 関 を 見 る と,図3.8の グ ラ フ は図3.2に 比 べ て
水 平 方 向 に縮 ん で い る が,本 来 的 なA字 型 の パ タ 一ーンは 変 わ ら な い。 そ れ 故,







ここで は(3.8)式の実質民間最終消費 支出(PCER)に粗大 ごみ申告制 ダ ミー
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変 数(ヱ).MB)を追 加 し た 場 合 の 推 定 を 行 う 。 ダ ミー 変 数 の 追 加 に よ り推 定 式 は 著
し く改 善 さ れ,決 定 係 数 は,R2=0.0316か ら一 挙 にR2-0.6829へ 増 大 し,t検





3.10粗大 ごみ(BR)=実 質家計最 終消 費支 出(HCER)
実 質 家 計 最 終 消 費 支 出 は実 質 民 間 最 終 消 費 支 出 の ほ ぼ 全 部 を 占 め る か らT推
定 結 果 は(3.8)と 同 様 に無 相 関 に近 い こ とが 予 想 さ れ る。 た だ し,無 相 関 な が
ら,(3.8)式の 「民 間 」 に比 べ て,(3.10)式の 「家 計 」 変 数 の 方 が 決 定 係 数,
推 定 値 の 標 準 誤 差,t検 定 量 の す べ て に お い て 僅 か な が ら改 善 さ れ て い る こ と







(3.10)式の実質 家計最終 消費支 出(」HCER)に粗大 ごみ申告 制 ダ ミー変数
(DMB)を追加 した場合 の推定 を行 う。(3.9)式と同様 に,ダ ミー変数の追加 に
よる推定式の改善 は著 しく,決 定係数 はR2=0.0319から1～2=0.6846へ急激 に
増大 し,t検定量 は2独 立変数 ともに 十分,有 意 な大 きさに達 している。推定結
果(3.9)と(3.11)を比較す ると,実 質民 間最終 消費支 出(PCER)よりも実質
家計最終消費支 出(HCEx)の方が,ほ んの僅か優れているが,そ の差異 は無視
で きる程度であ る。
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ここでの推定式 は(3.2)から後続 の(3.13)に至 る名 目 ・実質消費支 出によ
る推定式 の中で最 も高 い成果 を挙 げて い るが,R2=0.6846程度 の決定係数 で




SE_=5000・・ ・・…1～Z=o ,6845691,ne21,d .ノニ==・18
(3.11)
3.12粗大ごみ(β」2):実質家具家事用品支出(」FUR)
粗大 ごみを実質家具家事用品支 出(FUG)によ り説明 してみたが,そ の推定結
果 はほ とん どゼ ロの決定係数 を示 し,し か も,説 明変数 「実質家具家事用品支
出(FUR)」の 孟検定量 は0.1621を示 し,説 明変数の有意牲が全 く認 め られな








上式(3.12)の単相関式 を改善す るために,自 由廃棄か ら電話 による申込制
戸別収集への変更 を示 す 「粗大 ごみ申告制 ダ ミー変数(DM。)」を追加 す る。 こ
の ダ ミー変数 は1989年度 までをo,1990年度以後を100と置 く。(3.12)式へ
粗大 ごみ申告制 ダ ミー変数(」Dルf8)を導入す ると,そ の効果 は極 めて著 しく,方
程式 の説明力 は大幅 に向上 したことが認め られる。 すなわ ち,決 定係数 」曙 は
ゼ ロか ら0.5871に向上 し,説 明変数の 「実質家具家事用品支出(FUR)」と 「粗
大 ごみ申告制 ダ ミー変数(ヱ)MB)」の双方 とも'検 定量 は4よ り大 とな り,こ れ
ら変数 の有意性 は著 しく向上 して いる。








粗大 ごみは通常,家 計 の消費行動 における耐久消費財 の廃棄によ り発生す る
と考 え られ る。耐久消費財 の耐用年数をt年 と見 るとき,説 明変数 の時間の遅
れ(timelag)を一'と し,t年前の実質家計消費支 出が現在 の粗大 ごみ発生 を規
定す ると考え る。以下で は,`備5,3,2,1の4通りを式(3.14.1)～(3.14.4)
で試算 す る。まず,t=5と 置 くのは,耐 久消費財 の耐用年数 が平均的 に5年 位
と想定 されていると思われるか らである。以下,順 次,時 間 の遅 れを縮 めて,
それぞれ の適合度 を確かめ る。
このよ うな耐用年数 を考慮 した場合 の推定 の結果 は,か な り組織的である こ
とが認 め られ る。時間の遅 れが短 くなるにつれて,決 定係数(R2)は0・4056か
ら0.6331まで確実 に増加 し,推 定値 の標準誤 差 は7346.56から540L98まで
減少 している。興味深 いことは,時 間 の遅 れが短 くなるほど,適 合度が増加 し,
遅れのない定式化(3.11)が最 も高い適合度 を示す ことで ある。 それ故,粗 大
ごみ排出のモデル構築 に は,時 闇の遅 れを考慮 す ることは不必要 であると考 え






















上の組織的な時間 の遅 れを外 し,当期 の変数 と した ものが(3.11)式であ る。
この(3」1)式 は(3・14)の4式の どれよ りも良好な結果 を示 してお り,粗 大
ごみの指定化 には何等,時 間 の遅 れを導入 す る必要 のな い ことを示 唆 してい
る。(図3.14.4と図3.14.4'を参照せよ。)
3.15粗 大 ご み(BR):実 質 家 計 消 費 支 出(HCER),粗 大 ごみ 申告 制 ダ ミー 変 数
(・0〃B),前期 粗大 ごみ(IB且置)
先 のKoyck型 の モ デ ル(*9)式 で,Yrを 粗 大 ごみ の収 集 量 β1～,xtを 実 質 家
計 消 費 支 出 ∬CE尺,Yt-1を前 期 粗 大 ごみ 収 集 量 β1～.1,Z,を粗 大 ご み ダ ミー変
数DMAと 置 け ば,次 の(3.15)式が 導 か れ る。別 言す れ ば,こ こで の 式 指 定 は,
(3.11)の説 明 変 数 群 に 前 期 の 被 説 明 変 数 で あ る粗 大 ご み収 集 量(βR .1)を先 決
変 数 と して 追 加 す る形 式 に な って い る。
推 定 結 果 は,決 定 係 数 が や や 低 い と い う難 点 は あ る が,す べ て の 説 明 変 数 が
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3.16粗 大 ご み(i'):実 質 家 計 消 費 支 出(HeER),粗大 ごみ 申 告 制 ダ ミー 変 数
(DMB),廃棄物 処理 法改正 ダ ミー変 数(10MBB)及び前期粗 大 ごみ(B且1)
上 掲(3.15)式 に 廃 棄 物 処 理 法 改IEダ ミー変 数(..)を さ らに 一 個 付 け加
え る と,決 定 係 数 がRz-0.96026へと急 速 に 向 上 す る。 この 廃 棄 物 処 理 法 改 正
ダ ミー変 数 は大 き なt検 定 量 を 示 し,安 定 的 で あ る が,前 期 粗 大 ごみ 収 集 変 数













図3.16と 図3.16'のグ ラ フ に お い て,新 しい ダ ミー変 数 を 追 加 した こ と は,
1991年度 以 降 に 構 造 方 程 式 を シ フ トさ せ る こ と で あ り,図3・15と 比 べ て,
1991年度 以 降 の 観 測 値 の 軌 跡 は実 績 値 に接 近 して い る こ とが 判 る。
4.事 業系 ごみ(BW)
横浜市 の事業活動 に伴 って排 出され る事業 系 ごみ排 出の定式化 は1章6節 で
展開 したが,こ の定式化 を大別す ると三 つの類型 になる。
①生産関数 の線形形式(*12-1)の延長 である(*18)を用 い る接近
②Cobb-Douglas型生産関数 を定式化す る(*12-3)形式 によ る接近
③利潤極大化行動を織 り込んだ(*16-3)型の接近
この うち,① は線形形式で あり,本 節4で 解説す る。②～③ は対数形 を取 る
ので,次 節5で まとめて説明す る。 これ らの産業廃棄物関数 において変数を具
体 的 に次 のよ うに定 める。すなわち,生 産物価格 ρ1を市 内総支 出デフ レー ター
(PFGDE),廃棄物処理費用 ρ2をごみ処理手数料(RDC),生産要素価格r1を資本
コス トと しての市内総固定資本形成 デ フレーター(DFFI),r2を名 目賃金率WR
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(=市内雇用 者所得D・E〃市 内雇用 者数ED=1人 当 た り雇用 者所 得 ・DEI/ED)とす る。
4.1事業系ごみ(BW):実質市内総支出(αDが)
まず,事 業系 ごみ量 の線形形式(*18)を単純化 した単相関形式 の検討か ら始
め る。生産量41を,こ こでは具体的 に実質市内総支 出GDERと 置 く。推定結果
はかな り良好で あり,'検定量 も十分 に大 きく,有 意性 が認 め られ る。図4.1に
描かれ る事業系 ごみの実績値 の軌跡 は,か な り意味 のある曲折 を示 している。






4.2事 業 系 ごみ(・BW「):実質市民総 支 出(GZER)
{4.1)
こ こで は(4.1)式の 代 案 と して 生 産 量 ρ1を実 質 市民 総 支 出(GZER)に代 え た
モ デ ル を 推 定 す る。 理 論 上 ,実 質 市 内 総 支 出(GDER)の 方 が 実 質 市 民 総 支 出
(GZEx)より も相 応 しい と思 わ れ るが,推 定 結 果 は,実 質 市 民 総 支 出 の 方 が 僅 か
に優 れ て い る。 す な わ ち,僅 か と は い え ,決 定 係 数 は大 き くy推 定 値 の 標 準 誤





4.3事 業 系 ごみ(別 の=実 質市 内総 支出(GD・酵),純 投資(σ即 一FKDE),及び市 内
雇 用者数(ED)
(*18)式の 設 定 に お い て,△x1に 純 投 資 を 当 て,x,に 市 内 べ 一 ス の 雇 用 者 数
332商 経 論 叢 第34巻 第4号
を当てが う。xlは本来,資 本 ス トックを用 いるべ きであ るが,横 浜市の公表 さ
れた統計 に該 当す るデータが な く,新 規 に作成す るに して もベ ンチとなる数値
がないので,こ こで は暫定的に,資 本 ス トックの増分で ある純投資(一実質市内
総固定資本形成GFIR一実質固定資本減耗FKが)を 用 いている。
この場合 の推定式(4.3)の設定 は,(4.1)式に純投資(OF/RrFK1)R)と雇用
者数(ED)の 変数を追加 した形式 にな ってい るが,こ の結果 は余 り良好 とはい
えない。この場合,実 質市内総支出(GDER)の有意性 が急激 に減少 して,t検定
を通過 しな くな った。 それ と同時 に,追 加 した二つ の変数 も,そ のt検 定量が











図4.3は事 業系 ごみ の実 績値 が計算値 か ら乖離 す る状 態 を示 して いる。 ま
た,図4.3'は同 じ事業 系 ごみ の実績値 と計 算値 の時系列 的な推移 を示 して い




ここでの設定 は,前 式 の実質 市内総 支出(GDEx)を実質市民総支 出(GZEx)
に代 え,純 投資を実質民 間企業設備(PEIR)に変更 した ものである。 推定結果
は,ほ んの僅か劣 って いるが,す べての説 明変数群 の有意性 が帰無仮説を通過











4.5事 業系 ごみ(sつ:実 質 市民総支 出(σZが),及 び実質総 資本形 成(GIR)
節4.5の 定 式 化 は,(4.2)の 実 質 市 民 総 支 出 の 単 相 関 推 定 式 に 実 質 総 資 本 形
成(GI's)を追 加 した 定 式 化 に な って い るが,そ の 推 定 式 は,実 質 総 資 本 形 成
(GIR)のt検定 量 がt=0.9984に留 ま り,5%水 準 で 有 意 で は な く,好 ま し い結





4.6事 業 系 ごみ(β1の:実 質 市民総 支出(G,ZER),及び実質固 定資本 減耗(FKDR)
前式(4.5)で,実 質 総 資 本 形 成(GIR)を実 質 固 定 資 本 減 耗(1')に 置 き換
え た変 形 が 次 の(4.6)式 で あ る。 総 じて,当 て は ま り具 合 を 示 す 指 標 はす べ て
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4.7事 業 系 ごみ(Bjの:実 質総 固定資本形 成(GFIR),及び市 内雇用者 数(ED)
こ こで の 定 式 化 は,生 産 関 数 の 定 式 化 を そ の ま ま 産 業 廃 棄 物 に転 用 した も の
で あ り,事 業 系 ご み 量 が,生 産 要 素 の投 入 量 に よ っ て ど の よ う に規 定 さ れ る か
と い う物 理 的 関 係 を,生 産 量 を切 り離 して 示 して い る。 っ ま り,事 業 系 ごみ の
排 出 量 を 生 産 関 数 の 形 式 で 表 す の で あ る。推 定 結 果(4.7)は,生 産 関 数 型 の 推
定 式(4.1)～(4.9)の 中 で,最 も安 定 的 で 優 れ た結 果 を 示 して い る。(相関 図





4.8事 業系 ごみ(BW):実 質総 固定資本形 成(σF7泥),市内雇 用者数(ED),及 び前
期 事業系 ごみ(Blγ_1)
(*9)式のKoyck型 の 無 限 指 数 減 少 的 分 布 ラ グ を 前 提 とす る定 式 化 に お い
て,前 期 事 業 系 ごみ ・SW-1を説 明 変 数 に加 え た 推 定 式 は,決 定 係 数 と推 定 値 の
標 準 誤 差 に 改 善 の跡 が 認 め られ る に して も,市 内雇 用 者 数(ED)と 前 期 事 業 系
ご み(i-1)のt検 定 量 が低 く,10%有 意 水 準 で も検 定 を 通 過 しな い ほ ど の 状
態 で あ る。 この 変 数BW-一.1が有 意 で な い こ と は,他 の説 明 変 数 が 無 限 等 比 数 列









4.9事 業 系 ごみ(βWり:実 質 民間企 業設 備(PEIR),及 び市 内雇 用者数(Eり)
線 形 生 産 関 数 型 の推 定 式(4.7)で,実 質 総 固 定 資 本 形 成(FIR)の 代 わ り に,
あ る程 度,限 定 的 な 実 質 民 間 企 業 設 備(PEIR)を用 い る と,次 式 の結 果 が 得 られ
る。 しか し,す べ て の 指 標 は劣 化 しy説 明 変 数 はす べ て5%で は有 意 で な くな っ
て しま う。 な お,こ の推 定 式 は 先 の(4.4)式 か ら実 質 市 民 総 支 出OZERを 除 い





4.10事業 系 ごみ(B助:実 質市 内賃 金率(wRR),及び総 固定 資本形成 デ フ レー ター
(D恥7)
企 業 の 利 潤 極 大 化 行 動 か ら導 出 さ れ る(*1fi-3)式を 原 型 とす る場 合,生 産 廃
棄 物 の 排 出 量 σ2=φσ2⑦1,ρ,,rl,γ2)にお け る変 数Y1,ρ2,rl,72は,必要 に応 じて 適
宜,合 成 さ れ ね ば な らな い。
まず,名 目賃 金 率r2を 生 産 物 価 格 ρ1で割 っ た72/ρ1=ωゆ(=WR)を 実 質 賃
金 率 とす る。 こ こ で の名 目賃 金wは 「市 内雇 用 者 所 得(DEI)/市 内 雇 用 者 数
(EI))」とす る。 これ は,市 内 雇 用 者 一 人 当 た り市 内雇 用 者 所 得 に 他 な らず,こ
れ を市 内 総 支 出 デ フ レー タ ー(DF。DE)で除 して,100を 掛 け た もの を 実 質 市 内
賃 金 率(WRR)と す る。 ま た,資 本 コ ス ト71を総 固 定 資 本 形 成 デ フ レ 一ータ ー
(DFFr)で代 用 す る。
推 定 指 標 は余 り芳 し く な い 結 果 を 示 して い る。 特 に,総 固 定 資 本 形 成 デ フ
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4.ll事 業 系 ご み(B助:実 質 市 内 賃 金 率(WRR)T総 固 定 資 本 形 成 デ フ レ ー タ ー
(・OFFD,及び ご み処 理 手 数 料(RDC)
こ こ で の 設 定 は,推 定 式(4.10)に,さ ら に,ご み 処 理 手 数 料(1～DC)を 付 け
加 え た も の で あ る 。 しか し,実 質 市 内 賃 金 率WRR以 外 の 変 数 のt検 定 量 は 低





4.12事業 系 ごみ(lBW):名目市 内賃 金 率(WR),及 び市 内総 支 出 ヂ フ レー ター
(、DFGDE)
事 業 系 ご み排 出 関 数(*is3)の 生 産 要 素 価 格 γ2と生 産 物 価 格ylを 分 け て 用
い る簡 単 な モ デ ル を 設 定 す る。生 産 要 素 価 格 に 名 目市 内 賃 金 率(m)を 充 て,
生 産 物 価 格 に 国 内 総 支 出 デ フ レー ター(DFω 。)を援 用 す る。 推 定 結 果 は 前式 よ








(4.10)式の定式化で,実 質賃金率(w/p)を市 内ベースか ら市民 ベー スに変 え
る。 まず,「市民雇用者所得(ZE∫)/市民雇用者数(EZ)」を名 目市民賃金率 と
し,これを市民総支 出デフ レー ター(DFCZE)で除 し,100を掛 けた ものを実質市
民賃金率G槻!)と す る。また資本 コス トr,には総固定 資本形成 デ フ レーター
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1)、F〃を用 いる。
推定指標 は市内賃金率 を用 いた(4.10)式に比べて,や や改善 されてい るが,






4.14事業系 ごみ(・研 の:実 質 市 民 賃金 率(WRZR),総固 定 資 本形 成 デ フ レー ター
(」D・FE、),及び ごみ処 理手 数料(RDC)
こ こで の 設 定 は,推 定 式(4.13)に,さ らに,ご み 処 理 手 数 料(RDC)を 付 け
加 え た もの で あ る。 ご み 処 理 手 数 料(RDC)の デ ー タ は階 段 状 で あ り,段 階 的 ダ
ミー変 数 の 役 目 を 負 わ せ て い る。 しか し,実 質 市 民 賃 金 率(WFR!)以外 のt検 定







事業系 ごみ排 出関数(*16-3)で,生産要素価格72に名 目市民賃金率(WRz)
を充て,生 産物価格 ρ1に市民総支出 デフ レー ター(DF。。)を用 いる。つ まり,
(4.12)式における二 つの変数 を 「市民」変数 に置 き換 えた ものである。推定結
果 は前式(4.14)式よりも良好 であ り,企 業利潤極 大化 を前提 とす る(4.10)
式以降 のすべての推定結果 を通 じて適合度 は最 も高 く,説 明変数 の`検 定量 も
大 き く,5%水 準で有意 である。 しか し,決定係数 がかな り低 い ことは,こ の種
338商 経 論 叢 第34巻 第4号






4.16事 業 系 ご み(別 の=名 目 市 内 賃 金 率(WR),市 内 総 支 出 デ フ レ ー タ ー
(DFσDE),及び総固 定資本 形成 ヂ フ レー ター(、OFFD
名 目賃 金 率 と物 価 指 数 を 分 離 す る形 式 で,市 内 賃 金 率WRと 市 内 総 支 出 デ
フ レー タ ー を 説 明 変 数 と して 設 け る。 これ に 資 本 の 物 価 指 数 と して 総 固 定 資 本
形 成 デ フ レー タ ー(」DFF7)を付 け加 え て み る。推 定 結 果 は,デ フ レー タ ー変 数 の





4.17事 業 系 ご み(別 の:名 目 市 民 賃 金 率(WRz),市 民 総 支 出 デ フ レ ー タ ー
(DFGZE),及び総 固 定 資 本 形 成 デ フ レー タ ー(DFFI)
こ こ で の 式 は(4.16)式 の 市 内 ベ ー ス を 市 民 ベ ー ス の 変 数 に 代 え た 設 定 に
な っ て い る。 推 定 結 果 は(4.16)式 よ り も若 干,改 善 さ れ て い る が,賃 金 率 以






5.事 業 系 ごみ 〈対数>InBW
I章6.1節の(*12-3)式に示す 自然対数式 は,Cobb-Douglas型生産 関数 を
推定 す る場 合の基本形 で ある。被説 明変数 は事業 系の ごみsの 自然対数1n
8Wで あ り,こ れを資本 ス トックない し投資 フ ロー,労 働量,生 産量 の対数で
説 明す る。
次 の推定式(5.1)～(5.3)式は対数定式化 に現 れる説明変数 を,ま ず,単
相関形式 で変数0つ ずつの説 明力を検討 したものである。
5.1対 数 事業 系 ごみ(lnBW):対 数案質 純投 資(1nNIR)
(5.1)式は,事 業 系 ご み 量 の対 数 に対 す る,実 質 純 投 資(NIR)の対 数 の 単 相
関 式 で あ る。「実 質 純 投 資 」 の デ ー タ は 「実 質 総 固 定 資 本 形 成 一実 質 固 定 資 本 減
耗(RFIR-FKDR)」に よ り加 工 作 成 さ れ た 。 推 定 結 果 は,決 定 係 数 が 低 い の で,





5.2対 数事業 系 ごみ(1皿正):対 数市 内雇用 者数(lnED)
(5.2)式は,事 業 系 ごみ 排 出 量(βW)の 対 数 と 市 内 雇 用 者 数(ED)の 対 数 の
間 の 単相 関 式 で あ る。 「市 内 雇 用 者 数(ED)」 は横 浜 市 外 の 居 住 者 で も横 浜 市 内
で 雇 用 さ れ る場 合 は員 数 に含 め る属 地 主 義 に 立 って い る。 推 定 結 果 は,市 内 雇
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5.3対 数事 業系 ごみ(1nBW)=対 数実 質市 内総支 出(lnGDER)
(5.3)式は,「 実 質 市 内 総 支 出(GDEK)」の 対 数 を説 明 変 数 と して 事 業 系 ごみ
排 出 量 の 対 数 を 説 明 す る。(5.1)～(5.3)式を 比 較 す れ ば,実 質 市 内 総 支 出 の





5.4対 数事 業系 ごみ(lnBW)=対数名 目純投資(inNI),及び対 数市 内雇用 者数(ln
ED)
こ こで は,生 産 と して の 市 内 総 生 産 に代 え て,投 入 面 に遡 って,名 目純 投 資
の 対 数 と 市 内 雇 用 者 の 対 数 を用 い て 事 業 系 ご み 排 出 量 の対 数 を 説 明 す る。 推 定
結 果 は実 質 値 を 持 つ 後 続 の(5.5)よ り も僅 か に 優 れ て い る と判 るが,理 論 的 に





5.5対 数事業系 ごみ(InBW):対 数実 質純投 資(lnNIR),及び対数市 内雇用 者数
(finED)
前 式(5.4)で 名 目純 投 資 を 実 質 値 に 置 き換 え た もの が(5.5)式 で あ る。 推
定 結 果 は,(5.1)と(5.2)の い ず れ よ り も改 善 さ れ,決 定 係 数 も高 くな り,各
変 数 のt検 定 量 も 長分 に大 き く,5%の 有 意 水 準 で 有 意 性 検 定 を 通 過 す る。 総






5.6対 数事業 系 ごみ(lnBCの:対 数 実質純 投資(lnNIR),対数市 内雇 用者数(ln
ELO),及び 時間(TIM)
こ こで の 定 式 化 は前(5.5)式 に 時 間(TIM)を 追 加 した 形 式 に な って い る。
時 間 変 数TIMの 値 は100,101,102,…と穏 や か に推 移 す る よ う に設 け て あ る。
そ れ 故,決 定 係 数 は僅 か に 増 加 す るが,個 々 の 説 明 変 数 のt検 定 量 は む し ろ悪









5.7対 数 事業 系 ごみ(lnr):対 数実 質純投資(lnNIR),対数市 内雇 用者数(ln
ED),対数 実質'市内総 支出(lnGDER),及び時間(刀 乃の
対 数 型 生 産 関 数 の 推 定 に予 定 さ れ る す べ て の 説 明 変 数 を編 入 して 推 定 した も
の が(5.7)式 で あ る。 この 場 合,決 定 係 数 は僅 か しか 改 善 され ずtむ しろ,す
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、SE==0.1028863,1～2=0.9184688,n・=21,d.f.=・=16
5.8対 数 事 業 系 ごみ(lni):対 数 実 質 純 投 資(1nNIR),対 数 市 内雇 用 者 数(In
ED),実 質 市 内 総 支 出(inGDER),時 間(TIM),及 び 前 期 対 数 事 業 ご み(ln
r-t)
こ こ で は,(5.7)式 の 設 定 に 前 期 対 数 事 業 ご みlnBW_,を 追 加 し た 形 式 に
な っ て い る 。 こ の 推 定 式 は 対 数 系 の(5.1)～(5.13)の 全 体 を 通 じ て 決 定 係 数
は 最 も高 い が,こ の 前 期 対 数 事 業 ご み の 変 数 以 外 はt検 定 量 が 著 し く低 下 す る








5.9対 数事 業 系 ごみ(1nBW)=実 質市 内賃金 率(WRR)
前1章 に お け る(*16-3)式の 設 定 に 関 連 して,片 対 数 の 定 式 化 を 行 う の が,
本 節 以 降 の 接 近 で あ る。 まず,実 質 市 内 賃 金 率(WRR)の 指 定 で は,そ のt検 定
量 は 十 分 に 大 き く,説 明 力 に 優 れ て い る が,決 定 係 数 等 の 指 標 は,さ ほ ど優 れ






5.10対 数 事 業 系 ご み(lnBUの:実 質 市 内賃 金 率(WB麓)
,及 び 総 固 定 資 本 形 成 デ フ
レー・夕 一(」D」F』7)
前 推 定 式(5.9)に 総 固 定 資 本 形 成 デ フ レ ー タ ーD、FFIを追 加 し た 設 定 は
,大





5.11対 数 事 業 系 ご み(lnBjの1実 質 市 内賃 金 率(WRR) ,総 固 定 資 本 形 成 ヂ フ レー
ター(」D1㌦),及 び ご み 処 理 手 数 料(RDC)
こ こ で は}さ ら に 先 の(*16-3)式 に お い て ,ρ2幕RDC(ご み処 理 手 数 料)と 置
き,こ の 変 数 を 追 加 す る 。 しか し,こ の 変 数 のt検 定 量 も低 く
,DFF,と1～DCは








5.12対数 事業 系 ごみ(InBW);名 目市 内賃 金率(WE) ,及 び総市 内支 出デ フ レー
ター(」OFoρE)
先 の(*16-3)の定 式 化 に お い て,Aとr2だ け を 取 り出 した片 対 数 形 式 が 次 の
(5.12)であ る。 こ こで は,名 目市 内 賃 金 率Hη ～だ け が 有 意 で あ り,生 産 物 価 格
に 相 当 す る市 内 総 支 出 デ フ レー タ ー 、OFGDEはt検定 量 が 低 く,有 意 で は な い。
しか し,(5。9)～(5.13)の中 で は最 高 の 決 定 係 数 を も た ら して い る。(図5.12
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前 の(5.12)式で名 目賃金率 を実質賃金率 に置 き換えた ものが,(5.13)式の
定式化 である。しか し,実質賃金率 は5%の 有意水準 を割 り込 み,10%の有意水
準 な らば無相 関帰無仮 説 の検定 を通 過す る程 度 であ る。市 内総 支 出デ フ レー






6.ご み収集搬入量(RC)に お ける ごみ処理 の内訳
横浜市 の ごみ収集搬入量(RC)が どのよ うに処理 されて いるか にっ いて,機
械的 な相 関式 を ここで推定 す る。推定方程式 の設定 は,ま ず,横 浜市 の ごみ収
集搬入量 と,こ れ らごみを処理す る内訳で ある各種処理量 との相関関係式を行
う。 ごみ処理 の内訳 は,「焼却(ID)J,「埋 立(LD)」,「資源化(REC)」であ る。
ごみ収集搬入量 との相関式 は,(6.1)式か ら(6.3)式までの3式 を提 出す るが,
推定結果 は,(6.2)式の 「埋 立」 の決定係数oi7289と(6.3)式の 「資源化」
の決定係数R2=0.3807947が低 く,一 層 の工夫 が必要であ る。 なお,(6.3)式
で 「資源化」 のデー タが1990年度以降 しか利用で きず,標 本 の大 きさが小 さ


















次の(6・4)式はごみの収集 ・搬入量 か ら直接 に焼却残灰 を説明づ ける定式化
であ り,さ らに(6.5)式は,ご み資源化(REC)を追加 した ものであ る。(6.5)












ごみ収集搬入量 を焼却 した場合,焼 却処分 に回 した量に対応 して焼却残灰 が
発生 し,こ の残灰 を また処分 しなければな らない。 このよ うに,ご み処理 には
1次処理 と2次 処理の工程が あるか ら,こ れ らの総量 はごみ収 集搬入量 よ りも
一般 に大 となる。次式(6.6)は,こ の物理的な量的関係 を表 し,(6.7)式はy
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さらに資源化分 を変数 と して追加 したモデルであ る。資源化 は,実 際 に缶 ・び
ん の分別収集 が行 われて資源化が始 め られたのが1990年度 であ るため,そ の









7.ご み処分量(TD)に お けるごみ処分の内訳
(6.6)
{6.7)
横浜市が収集 し搬入を受 けた ごみ量(RC)は,焼 却,埋 立,資 源化 の三通 り
の方法で処分 され る。前節で,こ れ ら処分量を ごみ収集搬入量(RC)で説 明 し
たのに対 して,こ こで は,ご みの総処分量(TD)と の相関式 を求 める。 前節 と
同 じく,横 浜 市の ごみ総処分量(TD)を 機械的 に,そ の内訳 であ る各種処分量
に相関 させ る。内訳 とな る変数 は,「焼却,埋 立,資 源化」であるが,焼 却処分
された ごみは,そ の残渣 を再 び埋立処分 す る必要 があ り,焼 却処理工程 は2次
処理工程 を伴 うか ら,一 般 に,ご みの総処分量 は ごみの収集 ・搬入量 よ りも大
となる。
相関式(7.1)式か ら(7.5)式までにお いて,推 定結巣 は総 じて前節 のごみ
収集搬入量(RC)を 用いた もの よりも改善 されて,す べての推定式で指標が上
が っていることが判 る。なお,(7.3)式は 「資源化」のデー タが1990年度以降




























本文では,横 浜市のごみ問題の計量経済学的分析の第一段階 として,横 浜市
のさまざまな経済変数に係わるごみ方程式を推定 し,そ れらの可能性を検討 し




入量(RC)を消費変数で説明することは,こ の消費変数を,さ らに遡 って,所
得変数で説明す ることになる。それ故,こ の場合には横浜市の消費関数の推定
式が追加的に必要になる。横浜市消費関数は,実質家計最終消費支出 〃CERを
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上 の推定結 果 は通常,予 想 され るよ うに,極 めて高 い適合度 を示 し,決 定係
数 はRI==O.9930,t検定量 は52.26と十分 に大 きな有意性 を告 げている。 よ っ
て,推 定式(1.17)を分析に用 いる場合,推 定式(8.1)を併用す ることにな る。
節2の 家庭 ごみか ら節5の 事業系 ごみ まで の定式化 は,い わば,ご み収集搬
入量の内訳 モデルである。家庭 ごみの定式化 において最 も適合度の高 い説 明変
数 は,所 得変数で は(2.7)式の実質市 内総支 出(ODが)で あ り,消 費変数で は
(2.9)式の実質民 間消費支 出(PCER)である。節3の 粗大 ごみでは,(3.16)式
におけ る実質家計最終消費支出(πCが),前期粗大 ごみ(BR1)とダ ミー変数群
によ る推定 方程式 が最 も高 い説 明力を有す ることが認 め られ る。事業系 ごみ
は,節4の 線形生産関数型(4,8)式,最適化 による指定の(4.15)式か(4.17)
式,節5の 両対数型 で(5.5)式,片対数(5.12)式がそれぞれの グループで最
善 の成果を挙 げて いる。
現在,利 用 可能 な統計 デー タの制約 か ら実行 可能 な計量経済学 的分析 は本文
に提出 した段 階に留 まるであろ う。現状で は,統 計 デー タに詳細 な項 目が設 け
られ たの は最近数年 の ことであるため,よ り精密な分析を実行す るには標本数
が小 さ く,ま だ時期尚早であ ると思 われる。横浜市 の ごみに関す る統計 データ
が時系列的に十分な標本 の大 きさを もち,か っ細部 に至 るまで十分 に完備 され
るな らば,よ り詳細 かつ厳密 な計量分析が 可能 になるであろ う。
残 された課題 は,こ の研究 を基点 に して,横 浜市民 の経済活動 に基づ くごみ
排出 ・搬入行動 と横浜市 当局 の ごみ収集 ・輸送行動 を,家 庭 ごみ,粗 大 ごみ,
事業系 ごみ等 の分類 につ いてで きるだけ詳細 に定式化 し,さ らに,横 浜市の ご
み処理 システムを焼却,埋 立,資 源化 の各局面で経済学的 ・工学的に記述 して,









(1)例 えば粗 大 ごみ にっ いて,デ ー タは現 在,可 燃 物(1992),金属 類(1992),戸別
収 集(1992),戸別 申告(1993),戸別 申告可 燃物(1992),無料搬 入(1996),無料
搬入 可燃物(1996),無料搬 入金属類(1996)等の細 か い分類 で統 計 が取 られ てい
るが,利 用 可能 な デー タの初期値 は括 弧内 に示 す よ うに,ご く最近 で しか な い。
(2)相 関関係 とは,確 率変数 間 に相互依存 性 のあ ることを指 し,「互 いに独立 で ない
確率 変数 は相 関 を もっ」ので あ る。相関 は相関係 数 ρガ嵩σ。ノσ辺,で測 られ る。ただ
し,Qxyは確率変数xとyの 間 の共分散Qxは 確 率変 数xの 標準 偏差,Qyはyの 標
準偏差 で あ る。
(3)正 式名 は 「廃 棄物 の処 理及 び清掃 に関す る法律」で あ り,1970(昭和45)年国会
で成 立,1991(平成5)年10月 改正。廃掃法 とか廃棄 物処理 法 と略称 され る。廃棄
物 を一般 と産業 に分 け,排 出者 の責任 によ る適正 な処 理 を定 めて い る。
(4)事 前的 な 市 場 均 衡 条 件 で あ る と は,価 格pの 需要 関数 をD(p),供給 関数 を
S(ρ)として,需 要 が供 給 と等 し くな る とい う条件D(p)-S(p)を意 味す る。 これ
よ り価 格 ρを解 けば,市 場 で需 要 と供給 が等 し くな る市場 均 衡 価 格 プ を もた ら
し,こ の解 が を代 入 した ・D(ρつ=S(が)=Qeは市場 均衡取 引 量 を表 す。実際 の統 計
数値 は,既 に市場 で需 要 と供給 が等 しく,D(pe)==S(が)が成 立 して い る場合 の数
値 を表 すか ら,(*1)式の左辺 と右辺 の数値 は必ず等 しい。
(5)経 済 変量 の名 目値 は,現 行 市場価 格表示(時 価 表示)で あ り,数 量 の変 化 のみ な
らず価格 変化 も含 まれ るので,数 量 的変化 を適 切 に表 し得 ない。それ故,経 済変 量
か ら価 格変 化 を除去 して数 量 的変化 だ けを残 す ため に実質 化 を行 う。 実 質化 は,
あ る基準年 次(例 えば平成2暦 年)の 価格 で表示 す ることに よ り果 た され る。
(6)横 浜 市企 画局政 策部統 計解析 課 で作成 して い る 「横 浜市 の 市民経 済計算 」で は,
純移 出 ・統 計上 の不突 合,市 内総支 出,市 外 か らの要素所 得(純),市 民総 支 出の
各項 の デ フ レー ターはすべ て同0に 作 られて い る。
(7)Koyck型のlag方式 は,あ る要因xが 結果Yに 与 え る効 果 が過去 に遡 るにっ れ
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て次 第 に弱 くな る とい う仮定 に基 づ いて い る。 この次第 に減衰 す る効果 は,一 定
の減衰係 数0〈 λ<1が 過 去 に遡 るにつれ て,λ,λ2,λ3,…,n,…の よ うに指 数
的 に減衰 す るとい うt極 めて機械 的 な構 図 を想 定 して いる。 しか し,こ の方 式 は,
ラグ付 き被説 明変数 を右辺 に加 え る理論 的根拠 を 与え,有 用 であ る。
(8)遅 れの作用素Lは,通 常 の量 を表す記号 と同 じよ うに単独 で演算可 能 であ る。
つ ま り,作 用素Lは,Lsxr-xt.Sの操作 を意 味す るが,同 時 に,
Xt十λX`1十λ2瓦一2十… 十 λη&n十 … 二X十 λLX,十λ2」L2Xご十… 十 λπ五ηX,十…
1-(1+λL+λ2ム2+…+nLn+…)Xr=Xt
l一λ五
のよ うな演算 が可能 で あ る。
(9)前 注3)を 参照 の こと。
(10)この よ うな確率 方程式 の指定 で は,撹 乱項 の対数v=1nuが通常 の仮定 に従 うこ
とが仮 定 され る。 す なわ ち,擬 乱 項vの 期待 値 はすべ て ゼ ロで,E[U]=o,かっU
の分散 共分散 行列 は同質 散布 的で あ る。E[ノUU]-QLI
(11)(*13)から(*16)にいた る利潤極 大化 の理論 は制 約条件 な しの極大化 問題 と し
て提 出 され る。 目的関数 は(*14):π・』ρ1∫(κbκ2Q2)-rlx,-72κ2一ρ2σ であ る。極
大化 の2階 条件 は,非 ゼ ロのdx≠0に 対 して1階 条件 が成 立す る点x°にお いて次
の2次 形式 が負 値定符号 で あ るな らば,極 大で あ る。
[幽蜘[髪 鰍 鰯1}驚:縮劃 隆1
=p1[dxEdx2dqa][鰯繰:1轄ill:li篠劉 圏 く・
(12)撹乱項 佑 の分散 は σ2=E[(u、-E[副)2]と定 義 され,撹 乱 項u1と 砺 の共分散 は
砺=・E[(πrE[u=])(u;一一E[u;])]と定義 され る。分 散 は確 率変数(撹 乱項ut)の散
らば り具合 を表 し,共 分散 は πfと笏 の相 互依存性 を表 すか ら,共 分散 ゼ ロの仮 定


















粗 大 ごみ(ト ン)
事 業系 ごみ(ト ン)
要素費用 表示 の 市内雇 用者所 得(百 万 円)
実 質 市内雇用者所 得(百 万 円)
総 固定 資本形成 デフ レー ター(平 成2暦 年 一=100)
市内総支 出 デ フ レー ター(平 成2暦 年=100)(=DF'G2F.')
市民 総 支出 デ フ レー ター(平 成2暦 年=100)(=DF。ρ1∂
粗大 ごみ申告制戸別 収集 ダ ミー変 数(1975-1989=0,1990-1995=100)
廃棄物 処理 法改正 ダ ミー変数(19?5-1990・・0,1991-1995-=100)
市内雇 用者数(千 人)
市民雇 用者数(千 人)
名 目家 計食料 費支 出(百 万 円)
実質家 計食料 費支 出(百 万 円)
固定資本 減耗(百 万 円)
実質 固定 資本減耗(百 万 円)
実質 家 具家 事用 品支 出(百 万 円)
名 目市内総 支 出(百 万 円)
実質市 内総 支 出(百 万 円)
名 目市内総生 産(=α)E,百 万円)
実質市 内総生産(-GDER,百 万 円)
実質総 固定 資本 形成(百 万円)
実質総 資 本形成(百 万 円)
名 目市民総 支 出(百 万 円)
実 質 市民総 支 出(百 万 円)
名 目家 計最 終 消費支 出(百 万 円)





名 目純 投資(百 万 円)
実質純 投資(百 万 円)
要素費 用表示 の市 内純 生産(百 万 円)
実 質市 内純生産(百 万円)

















名 目民 間最終 消費支 出(百 万 円)
実質民 間最終 消費支 出(百 万 円)






名 目市 内賃金 率(千 円)(-DEI/EI))
実質市 内賃金 率(千 円)(-WR×goo/DFczE)
名 目市 民賃金 率(千 円)(=ZEI/EZ)
実質市 民賃金 率(千FID(二}7Rz×100/DFczE)
要素 費用表示 の市民 雇用者 所得(百 万 円)
実質 市民雇用 者所得(百 万 円)
要素 費用表示 の市民 所得(百 万FD
実質 市民所得(百 万 円)
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26円(粗 大 ごみ:lkgにっ き26円 を基準 と して規 則 で定 め る)
[表2]粗 大ごみの品目別手数料表
200円 映 像 音響 機器,ス トー ブ類,扇 風機,掃 除機 食 器乾燥 機 米 びつ,パ
ソコ ン本体,ワ ープ ロ,布 団,椅 子,ゴ ル フ用 品,ス キ ー用 品等
500円
1,耐
電 子 レ ン ジ,ガ ス コ ン ロ,パ ソ コ ンデ ィ ス プ レー,テ レ ビ(20型 未 満),
テ レ ビ台,こ た っ,カ ー ペ ッ ト,自 転 車,戸 棚,鏡 台,げ た箱 ,ス テ レ
オ セ ッ ト(幅80cm未 満),ミ シ ン,
ト小 屋,等
湯沸機,応 接 椅 子(1人 用),ペ ッ
繭
2,20
洗濯機 衣類乾燥 機 テ レビ(20～25型),流 し台,畳,テ ー ブル,冷
蔵庫(150,Q未満),書 棚(幅1m未 満),食 器棚(幅1m未 満),ベ ッ ド
(枠の み),浴槽,洗 面化粧台等
た ん す(高 さlm以L),冷 蔵 庫(150遡 ～25Q.Q),エア コ ン室 外,カ ラ
オ ケ セ ッ ト,ス テ レオ セ ッ ト(幅80cm以 上),サ イ ドボ ー ド,食 器 棚
(幅lm以 上),両 袖 机 等
適 正 処 理 困 難 物:テ レ ビ(25型 以 上),冷 蔵 庫(250乏 以 上),ス プ リン
















ピ ッ ト ・ク レー ン
コ ンパ ク タ ・コ ンテ ナ
コ ンパ ク タ ・コ ンテ ナ
コ ンパ ク タ ・コ ンテ ナ











港 南 工 場
栄 工 場
保士ケ谷工場
都 筑 工 場
鶴 見 工 場
[表5]資 源化施設
瓢 工






施 設 名 竣
グ リー ンコ ンポ ス ト製造施設
緑 資 源 選 別 セ ン タ ー
戸 塚 資 源 選 別 セ ン タ ー
























[表7]収 集 施設(み な とみ らい21地 区)













(埋立方 法=サ ン ドウ ィ ッチ及 びr法 準 好 気 性)
平成5年ll月210,000㎡2,990,000m1,915,382㎡
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